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 昭和43年8月に発生した一般国道41号の飛騨川バ
ス転落事故（104名死亡）1)を契機に道路防災点検が

開始され，現在もなお，引き続き実施されている．一
方，海外の発展途上国においても，我が国における
道路防災技術の適切な技術移転が望まれている． 

 我が国での道路防災点検における危険度評価
システムは，安定度調査表（図-1）2)を用いて，対

象箇所毎における現地状況に応じた対応方針が
それぞれ決定されている．ただし，これらの評価
配点（図-1）は初期において試行的に設定されて
以来，これまで一度も見直しがされていない． 

 そこで，本研究ではこれまで蓄積されてきた危
険度評価結果の一部を用いて，対応方針（表-1）
と最終評点（図-1）との関係について感度分析に

より，現行における評価システムの妥当性につい
て考察する．次に，欧州における橋梁アセットマネ
ジメント手法を基にした筆者らの先行研究6)を参
考に，既往の安定度調査結果を対象にした統計
解析により，対応方針の意思決定経緯を明確にし
た定量的な危険度評価システムを提案する． 

■道路防災技術の海外への
技術移転に向けて 

地球温暖化の影響を受けて近年多発する土砂災害（写真-1） I ntroduction 

 これまで道路防災点検時に運用されてきた現行の
危険度評価システム（安定度調査表）の適用性や妥
当性について考察するため，比較的に多くの災害が
報告されているある管内における全道路（幹線道
路）を対象に，これまで実施されてきた安定度調査 

結果（主に，平成8年や平成18年に実施された結
果；有効調査表数 404）を用いて分析し検証する． 

 点検箇所の危険度評価（安定度調査）における
最終評点と対応方針(表-1)との関係に関して，現
象毎に分析した結果を図-3に示す．図-3に示され

るとおり，一部の現象（地すべり）を除いて，全体と
して関係性が低い結果であることが確認された
（一般的に，相関係数は0.7以上で相関が高い）． 

これらの要因は，各点検者間や点検団体間にお
いて危険度評価水準の傾向が異なっていることに
影響を受けていることによるものと考えられる． 

 以上の結果より，対象管内において運用されて
いる安定度調査表（図-1）に関して，対応方針と最

終評点との関係性を高めるための更なる高度化
（工夫）が必要であることが確認された． 

■現行の危険度評価システ
ムに関する妥当性検証 
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P 
 現行の安定度調査表（図-1）の更なる高度化に関

して，前述で用いた同様の既往安定度調査結果（た
だし，盛土）を活用して，新たに提案するものとする． 

 安定度調査表（図-1）において記載されている現地

での点検結果（変状）や，災害や変状に対して直接
的に影響を与えると考えられる主な各要因（説明変
数）を表-2に示す．表-2に示されるこれらの要因は，

これまで，我が国において蓄積されてきた技術知見
2)に基づくものであるため，これらの要因の選定に関
する妥当性については特に問題が無いと考えられる．
そこで，安定度調査表（表-2）において設定されてい

る各要因における各評価配点の重みに関して，対応
方針に対して設定した定量価値（要対策：100，経過
観察：50，対策不要：0）への影響度について，重回
帰分析により検討する． 

■現行評価システムの高度化
に関する提案 

 

roposal 

安定度調査表（盛土）における主な要因（説明変数）2) （表-2） 

 

防災対策箇所の規模や社会的要因等の違いが対応方針に 

与える影響度の割合（図-5） 
 既往の各要因が対応方針（表-1）に与える影響

（重み）の違いと現行の安定度調査表における各
評価配点の重みの割合との対比を図-4に示す．
図-4に示されるとおり，現行における危険度評価

システムでは，対応方針の意思決定に関して，盛
土変状の要因（表-2）に対して最も着眼されている．

しかしながら，実際に運用されている点検や危険
度評価においては一部異なっており，現地で把握
された盛土の変状が最も対応方針に影響を与え
ていることが新たに分かった．一方，近年に発生
した盛土崩壊の機構4）において，重要な要因の一
つとして報告されている「盛土材料」は，実際の道
路防災点検時の危険度評価に際して，あまり重
要視されていないことが分かった．ただし，「盛土
材料」に関しては，一般的に過去における施工の
履歴や情報が管理されていないことも多く，現地
での点検だけでは盛土材料の特定が困難であり，
今後における課題であると考えられる．なお，本
重回帰分析の有意度は1.0×10-7（一般的に，
1.0×10-2未満で有意である）で，相関係数は0.75

（＞0.7）であった． 

 次に，本重回帰分析より得られた対応方針（表-

1）に対して影響を与えると考えられる説明変数
（表-2）に関して変数減少法により精査し，説明変

数（各要因や社会的条件）と目的変数（対応方
針）との関係に対応した新たな定量的な評価シス
テム（重回帰式1，2）を提案している． 

 上記までの既往安定度調査結果を用いた分析に
よって得られた社会的要因等も考慮した新たな評価
システム）の妥当性（適合性）に関して，その他の現
象についても検討した結果を図-6に示す．図-6に示
されるとおり，各現象とも概ね8割程度以上の適合率
が確保されていることが分かった．なお，適合しなか 

った主な要因として，点検や安定度調査表の作成
時における人為的エラー（例えば，対応方針決定
に関する補足説明記事と評価配点加算との不整
合）が確認された．これより，今回提案する評価シ
ステムは，安定度調査結果の精査においても有
効な手段であると考えられる．また，適合しなかっ
たその他の要因として，対策効果に対する点検技
術者間における評価水準の違いや，安定度調査
表において考慮されていない新たな変状種類（例
えば，斜面吹付モルタルの劣化）への対応に関し
て適合していないことが確認された．今後，これら
の課題について，改良が望まれる． 

 これまで提案してきた新たな危険度評価システ
ムの運用方法を図-7に提案する．提案する安定

度調査表を用いて危険度（安定度）について評価
し，得られた最終評点により，防災対策工事の対
策優先順位について決定し，随時に工事を実施し
ていくことが望まれる． 

■新たな危険度評価システム
の運用方法に関する提案 

新たな評価システムによる各現象における対応方針との適合率
（図-6） C onclusion 

新たに提案する危険度評価システムの運用方法（図-7） 
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各現象における最終評点（安定度調査表）と対応方針 

（意思決定結果）との関係（図-3） 

説明変数 概 要 

横断排水 ・盛土を横断する排水施設の異常が盛土崩壊等に影響を
与えることが多いため，排水機能等により評価 

地下水 ・地下水や表面水の浸透による盛土法肩部のすべり等が
多いため、排水施設や地山の湿潤状況等により評価 

基礎地盤 ・盛土基礎が軟弱地盤や移動土塊等の場合、降雨時に変
形等が生じるため、安定地盤の有無等により評価 

渓流状況 ・渓流横過部での土石流による被害が最も多いため、横過
する渓流内の土砂堆積状況等により評価 

河川水 ・盛土のり尻において、河川の流水による影響を受けて浸
食するため、河川と盛土との位置関係等により評価 

盛土材 ・盛土材はその性質により雨水の侵食を受けやすいもの等
があるため、その材料の種類により評価 

盛土変状 ・現地にて確認された法面のはらみだしや擁壁の亀裂、盛
土天端の路面におけるクラックや陥没等により評価 

対策効果 ・災害要因に応じた対策状況により評価 

安定度調査表における各要因の重みと分析により得られた実
際の対応方針決定時に考慮されている重みの違い（図-4） 新たな定量的な評価システム（重回帰式1，2） 

ここに，y1 は目的変数（対応方針）の評価値（0～100：評点が高くなるに
伴って危険度が高い），a は「盛土変状（表-2）」の有無（現行における安
定度調査表における各評価配点を使用，以降同じ），b は「渓流の状況」
の「横断排水（施設の現状）」，c は「基礎地盤」，d  は対策効果（対策工の
評価），e は「地下水（地下水や表面水の盛土への影響）」，f は「渓流の
状況」の「渓流現況」である．また，y は社会的要因等も考慮した最終評点，
A は上式で得られる y1（補正後の要素），B はDID区間の該当有無（該
当：2.0，非該当：1.0），C はバス路線区間の該当有無（該当：2.0，非該当：
1.0），D は迂回路の有無（該当：2.0，非該当：1.0），E は事前雨量規制区
間の該当有無（該当：2.0，非該当：1.0）および F は規模（対象路線延長：
ｍ）である． 

対応方針 本稿における 

対策が必要とされる。 要対策 

防災カルテを作成し、対応する。 経過観察 

特に新たな対応を必要としない。 対応不要 

本研究の流れ（図-2） 

危険度評価（安定度調査）における対応方針とそれらに 

対応した本稿における表記（表-1） 

道路防災点検の危険度評価時に運用されている安定度調査表 

様式の例2)（図-1） 


